
地域医療介護総合確保基金の平成２９年度予算について 

○ 地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するため平成２６年度から消費税増収分等を活用した財政支援制度（地域医療介護 

 総合確保基金）  を創設し、各都道府県に設置。  

○ 地域医療介護総合確保基金の平成２９年度予算は、公費ベースで１，６２８億円（医療分９０４億円（うち、国分６０２億円） 、介護分 

 ７２４億円（うち、国分４８３億円））   

地域医療介護総合確保基金の対象事業 

※基金の対象事業は、平成26年度は医療を対象として１、２、４
を、平成27年度以降は介護を含めて全ての事業としている。 

26年度予算 
(当初予算） 

今後のスケジュール（案） 

【平成２９年度当初予算案（医療分及び介護分）】 
 
  ２９年１月～   （※都道府県による関係者からのヒアリング等 
            の実施） 
     ３月～    国による都道府県ヒアリング等の実施 
 予算成立後    基金の交付要綱等の発出 
     ４月以降  都道府県へ内示 
     

地域医療介護総合確保基金の予算 

１，６２８億円 

27年度予算 
（当初予算） 

１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備 
 の整備に関する事業（※） 
２ 居宅等における医療の提供に関する事業（※） 
３ 介護施設等の整備に関する事業（地域密着型サービス等） 
４ 医療従事者の確保に関する事業（※） 
５ 介護従事者の確保に関する事業 

介護分 
724億円 

 
（うち、国分
483億円） 

医療分 
904億円 

 
（うち、国分
602億円） 

（注）このスケジュールは現時点での見込みであり、今後、変更があり得る。 28年度予算 
（当初予算） 

介護分 
724億円 

 
（うち、国分
483億円） 

医療分 
904億円 

 
（うち、国分
602億円） 

１，６２８億円 

介護分 
724億円 

 
（うち、国分
483億円） 

医療分 
904億円 

 
（うち、国分
602億円） 

１，６２８億円 

29年度予算 
（当初予算） 

医療分 
904億円 

 
（うち、国分
602億円） 

１，５６１億円 

27年度予算 
（補正予算） 

介護分 
1,561億円 

 
（うち、国分
1,040億円） 

９０４億円 



 
○ 妊産婦の多様なニーズに応えるための院内助産所・助産師外来の施設・設備整備  
  院内助産所や助産師外来を開設しようとする産科を有する病院・診療所の増改築・改修や、体制整備に必要な備品の設置 
 に対する支援を行う。 

地域医療介護総合確保基金で実施する主な看護職員関係事業について 

 ( 1 ) 病床の機能分化・連携  

 ( 2 ) 在宅医療（歯科・薬局を含む）の推進  

○ 在宅医療推進協議会の設置運営   
  県内の在宅医療の推進を図るため、在宅医療関係者等で構成する多職種協働による「在宅医療推進協議会」の設置。訪問 
 看護に関する課題、対策等を検討するため訪問看護関係者で構成する「訪問看護推進協議会」を設置し、保健所における圏 
 域連携会議の開催を促進する。 
  上記協議会を開催するための会議費、諸謝金等に対する支援を行う。 

 
○ 訪問看護の促進、人材確保を図るための研修等の実施  
   訪問看護の安定的な提供体制を整備するための機能強化型訪問看護ステーションの設置支援等、訪問看護の人材育成及び 
 人材確保を推進するための退院調整研修や人事交流派遣支援等、訪問看護の認知度を高め、訪問看護の役割を地域に浸透さ 
 せるための講演会等を実施する。 
  上記の研修等の実施に必要な経費に対する支援を行う。 

 
○ 特定行為に係る看護師の研修制度の推進のための事業の実施  
  訪問看護における特定行為を実施した事例の収集、効果・課題等の検証に係る経費や、訪問看護ステーションに所属する 
  看護師の特定行為研修の受講に係る経費など、地域における特定行為に係る看護師の研修制度の普及を推進するための経費 
  に対する支援を行う。 



 
○ 新人看護職員の質の向上を図るための研修の実施 
   
  看護の質の向上や安全な医療の確保、早期離職防止の観点 
 から、新人看護職員に対する臨床研修実施のための経費に 
 対する支援を行う。 
 

○ 看護師等養成所における教育内容の向上を図るための 
 体制整備 
 
  看護師等養成所における教育内容の向上を図るため、専任 
 教員の配置や実習経費など養成所の運営に対する支援を行う。 
 

○ 医療機関と連携した看護職員確保対策の推進 
 
  地域の医療機関の看護職員確保の支援や看護職員の復職 
 支援の促進を図るため、ナースセンターのサテライト展開、 
 効果的な復職支援プログラム等の実施、都市部からへき地等 
 看護職員不足地域への看護職員派遣など看護師等人材確保促 
 進法の枠組みを活用した看護職員確保の強化を図るための 
 経費に対する支援を行う。 
 

○ 看護職員の就労環境改善のための体制整備 
 
  短時間正規雇用など多様な勤務形態等の導入や総合相談 
 窓口の設置、看護業務の効率化や職場風土改善の研修等を 
 行うための経費に対する支援を行う。 

 ( 3 ) 医療従事者等の確保・養成   
 
○ 看護職員の資質の向上を図るための研修の実施 
 
  看護職員を対象とした資質向上を図るための研修等を 
 開催するための経費に対する支援を行う。 
 
 
○ 看護職員が都道府県内に定着するための支援 
 
  地域における看護職員確保のため、養成所における都道 
 府県内 医療機関やへき地の医療機関等への看護師就職率 
 等に応じた財政支援を行う。 
  
○ 看護師等養成所の施設・設備整備 
 
  看護師等養成所の新築・増改築に係る施設整備や、開設 
 に伴う初度設備整備、在宅看護自習室の新設に係る備品購 
 入、修業年限の延長に必要な施設整備に対する支援を行う。 

 
 
 
  
○ 看護職員の勤務環境改善のための施設整備 
 
  病院のナースステーション、仮眠室、処置室、カンファ 
 レンスルーム等の拡張や新設により看護職員が働きやすい 
 合理的な病棟づくりとするために必要な施設整備に対する 
 支援を行う。 

○ 勤務環境改善支援センターの運営 
 
  医師・看護師等の医療従事者の離職防止・定着促進を図ることを目指し、PDCAサイクルを活用して勤務環境改善に向け 
 た取組を行うための仕組みを活用して勤務環境改善に取り組む各医療機関に対して総合的・専門的な支援を行うために設置 
 される「医療勤務環境改善支援センター」を都道府県が運営するための経費に対する支援を行う。 
 

○ 各医療機関の勤務環境改善や再就業促進の取組への支援（院内保育所整備・運営等） 
 
  計画的に勤務環境の改善を行う医療機関に対して、医療クラーク・看護補助者の配置などの医療従事者の働き方・休み方 
 の改善に資する取組、専門アドバイザーによる助言指導、業務省力化・効率化など勤務環境改善に資するICTシステムの 
 導入、院内保育所の整備・運営などの働きやすさ確保のための環境整備など、改善計画を進める医療機関の取組を支援する。 


